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This preliminary study serves two purposes ; Firstly, I reconsider function of teachers’ 
consultant under personnel-system reforms in recent years. In order to raise the level of 
teachers’ professionalism, teachers’ consultants should encourage teachers to improve 
their classes in an effort to contemplate the reason of national or municipal standard for 
classes, instead of imposing national or municipal standards on teachers in a top-down 
way.  
Secondly, I show the need to develop the skills of teachers’ consultants to response to 
various students’ demands of school education in the community. I survey prefectural 
education boards about their evaluation of the activities and skills of teachers’ 
consultants. According to the questionnaire survey results, it is clear that teachers’ 
consultants have excellent abilities to advise teachers on their instructional mode, 
schools’ curriculums, and students’ learning methods. But they are not skillful at 
consulting for school governance―school management and educational policymaking. It 
is important for teachers’ consultants to think about educational administration with a 
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図 1 指導主事による指導・助言・援助の適切性 
 
 
図 2 指導主事の職能に関する評価 
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とを踏まえれば，教育委員会での勤務経験がない
中での職務遂行が求められるケースも多く，①「専
門的教育職員」としての職務や，②自治体の教育
政策に関する情報は，職務遂行上，必要不可欠で
あることは理解できるものの，単なる知識の獲得
に留まる研修では課題が残る。 
第二に，学校への支援の在り方について理解を
深める研修となっているかという点である。③の
指導助言に関しては，指導主事の職務の中核を成
す要素であり，ほかの要素と異なり，特に新任指
導主事にとって初めて経験する職務内容である。
同様に，⑥の学校経営についても，指導主事が管
理職経験者である場合とそうでない場合とでは，
経験上獲得できている職能も異なるものと考えら
れる。学校経営の改善に向けた指導主事による指
導助言の適切性については懐疑的な回答をしてい
る教育委員会が多かったが，それにもかかわらず，
これらの要素に関係するテーマを取り上げた研修
を実施している自治体は極めて少数であった。 
無論，これらの要素に関する職能については，
研修を通して短時間で習得できるようなスキルの
みに支えられるものではないため，おそらく OJT
等に依存しているものと思われるが，実際に学校・
教員に対するより有効な支援を行うためには，
個々の学校・教員が抱える課題の適切な把握が欠
かせず，指導助言の進め方や留意点等を知ること
に加え，理論的なバックグラウンドを確保しつつ
体系的な実務研修をも取り入れた職能開発の機会
が整備・構築される必要があると考えられる。 
指導主事に求められる職能を上述のような要素
に分類し，研修を実施することが妥当であるのか
という点も含め，それぞれの要素に関する職能を
相乗的・総合的に高めることのできるような研修
の在り方とその効果について，実証的に検討を重
ねていく必要があるだろう。 
 
４ 総括 
教員育成指標と研修計画の策定を任命権者に義
務付ける教育公務員特例法の改正を含め，2010年
代以降，教員の大量退職・大量採用期を見据え，
教員の養成・採用・研修に加え，評価，給与，人
事に関する諸政策に大きな転換をもたらすことを
意図した制度改革が推進されてきたことについて，
青木(2017)は，「教員制度がこのタイミングでここ
まで変化する必然性が教育の政策共同体内で共有
されて」おらず，「教員政策の大転換は，ある意味
では，ガラパゴス化した教員制度の『開国』を外
圧によって強制するものとしてみることができる」
としている。すなわち，「中央政府と地方政府，地
方政府と大学，教育と政治というそれぞれの関係
において変化が求められている」のであり，「教員
育成指標の策定指針，教員育成協議会のような異
なるアクター間の交差領域が新たに制度化される」
顛末となったわけであるが，「なぜ，これまで教員
制度はガラパゴス化したまま存続していたの」か，
「なぜ，このタイミングでその変容が始まったの
か」，「そもそもこういう『見立て』が適切なの」
か等，「学術的に問うべきテーマは多い」と指摘す
る(青木 2017:3-4)。 
本稿において論じてきたように，教員の大量退
職・大量採用による若手教員の増加，教育問題の
複雑化・多様化，教員の多忙化，こういった政策
的課題を解消すべく，教員の専門的職能開発を制
度的に担保することを試みる改革動向が強化され
たと捉えるのであれば，その下で生じる新たな必
要性として指摘できるのは，児童生徒の多様なニ
ーズに適切に応答できる教育実践を目指し，個々
の教員のキャリアや特性に応じた研修ニーズへの
対応を損なうことのない教員育成の仕組みを充実
させることであろう。そこで期待されるのは，指
導主事に任される職務の改善である。教員の職務
環境全体を視野に入れた指導助言や支援がより一
層必要とされる。 
この点に関わって，今後の研究上の課題として，
次の 2点を挙げることができる。 
第一に，教員研修の効果の測定・活用の在り方
に関する知見の蓄積である。教職の専門性に鑑み，
教員の職能開発を支える研修の機会は，学校の内
外において多様な形で存在してきた。その効果を
的確に評価し，それを踏まえた研修内容を工夫す
ることが，より一層強く求められていると言える。
それは単に，教育センター等が実施する研修講座
の整理や，研修終了後のフォローアップを実施す
るなどということに留まるのではなく，研修の効
果を踏まえた人事評価や，それを人事配置と連動
させることをも視野に入れたシステムを構築しな
ければ，学校組織をベースとした日常的で協働的
な教員の支援・育成体制の整備もままならないと
いうことである。 
第二に，自治体におけるボトムアップ型の教育
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